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このようにお招きくださいましたことを、心

から感謝を申しあげます。私なりに民主党が描

く政権の姿というものをお示しできればと思

っております。 
 
政権交代の必然性 

 

まず最初に申しあげたいのは、政権交代の必

然性ということです。私は、これは２つあると

思っております。１つは、世界史の潮流です。

イラク戦争、もうすでに多くの世界の人々は、

これは誤った戦争であったという判断をして

おります。さらには新自由主義、行き過ぎた自

由主義経済がもたらしたものは何だったか、そ

れについての大きな反省が世界にはあります。

さらに、その一環かもしれませんが、米国流の

金融資本主義というものに対する大きな見直

しの機運があります。 
こういったものがもたらした混迷の世界情

勢という状況の中で、変革が求められています。

震源地でありましたアメリカにおいて、オバマ

新政権が誕生したということです。チェンジと

いうものがアメリカで起きたわけです。日本に

おいても同じようなチェンジが求められてい

ます。イラク戦争に対する総括が、果たしてな

されているのかということなども含めて、米国

一極支配の世界から、多極化の時代における日

本の役割、新たな役割が求められているのでは

ないか。その役割を果たすために、政権交代が

必然ではないか。そのように私どもは考えてお

ります。 
もう一つは、長期政権がもたらした政治不信

脱却ためのチェンジが求められている。それは、

官僚主導の政治から、民が主導、国民の皆さん

が主役になる政治への転換です。さらには、中

央集権的な政治の転換。小泉さんは「三位一体」

などということを申したわけでありますが、本

質的には中央集権的地方分権の域を出ていな

いわけであります。中央集権から真の意味での

地方分権へ、これを我々は「地域主権」といい

ますが、地域主権の世の中へのチェンジです。 
さらに申しあげれば、縦型のいわゆる利権社

会を脱して、新たに横型のネットワークで結ば

れた、きずなのある社会というものが求められ

ている。こういう方向に大きく動かさなければ

ならない日本の政治、それを動かすために、政

権交代が必要だと私は感じております。 
私は上杉謙信公が述べられました「天下をと

ることは小事にすぎる。義を貫き、背筋を伸ば

すことのほうが大事である」という言葉を何度

か代表選挙のときに使わせていただきました。

まさにそれがいま求められているのではない

か。信義とか、あるいは友愛とか、これをとこ

とん政治の場でみつめていくことが必要では

ないか。そして、凜とした国家を、背筋が伸び

た尊厳のある国家を、あるいはそういう社会を

つくる必要があるのではないか。そのように考

えております。天下をとることは単なるスター

トラインでございまして、政権交代は決して目

的ではありません。 
麻生総理もしばしば民主党に対して、政権交

代ばかりいっているけれども、そのこと自体は

決して目的ではないはずだ、とおっしゃってい

ますが、そのとおりです。私どももまさにその

ように考えておりまして、スタートラインに立

たせてもらう、というための政権交代だと位置

づけているところです。 
私は、やはりこの国にはそれなりの理念とい

うものがいま求められているはずだと思いま

す。その理念を私は「友愛」と表現しています。

これは以前から主張している思いでございま

す。フランス革命のとき「自由、平等、博愛」

という３つが叫ばれたわけであります。  
このときは貴族の社会からいわゆる市民が

蜂起して、独立をかち取るための戦いであり、

自由も平等も、あるいは博愛も友愛も、これは

鼎立し得る状況であったわけです。すなわち、

貴族社会から市民が独立をするという意味に

おいて、自由も求められ、平等も求められ、さ

らに博愛も求められたということです。 
ただ、現代社会になり、自由というものが市

場原理主義にゆだねられる自由ということに

なると、社会にさまざまな格差が生まれてきま

した。地域における格差、雇用における格差、
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まさに所得の格差から教育、医療の格差という

ことへ広がっているわけです。 
一方で、政府に依存すると、平等な社会を築

くことはできるかもしれませんが、それは非効

率で生産性の低い社会というものに向かって

しまう。コストが結果として極めて高いことに

なってしまう。 
 
市場原理主義と政府万能主義の間 

 
ある意味で、自由というものも行き過ぎては

いけない。平等も行き過ぎてはいけない。その

間、すなわち市場原理主義と政府万能主義の間

というものが必要ではないか。そこに、私はコ

ミュニティーとか、あるいはボランティアとか、

そういった考え方が中心となる生きざまとい

うものが必ず求められてくる、と思っておりま

す。 
そのコミュニティーでいろいろなものをで

きるだけ解決したいという発想であれば、先ほ

ど述べた地域主権という考え方に結ばれてい

くわけでございます。また、一人ひとりの命と

いうものをとことん大切にする政治というも

のも求められているわけであります。その意味

では、医療、介護、福祉、あるいは教育、子育

て、さらには雇用、こういったいわゆるソフト

といわれている分野が極めて重要性を帯びて

くると考えております。 
したがって、私どもがいまつくりあげており

ます、解散になりましたと同時に発表申したい

と思っておりますマニフェストの中には、いま

申しあげたものが柱になっているわけでござ

います。 
医療、介護、あるいは年金、福祉、さらには

教育、子育て、地域主権、こういったものを極

めて重要に考えたマニフェストを用意してお

ります。 
以上、大雑把に４本の柱について話しました

が、その実現に向けては相当大きな財源が必要

だろう、その財源をどうするんだという皆さま

方のさまざまなご懸念に対しては、まずは無駄

遣いを徹底して排除するということを第一の

柱と考えながら、マニフェストを作成したい。

このように考えているところでございます。 
医療においても、政府はいわゆる社会保障費

を毎年２，２００億円ずつ抑制してきたわけで

あります。その結果として、多くの方々が、医

師不足、看護師不足、介護不足の中で大変困っ

ておられる。私どもは２，２００億円の削減と

いうものに対しては、もはやこれは撤廃すべき

だと考えております。後期高齢者医療制度を廃

止をするというところから、もう一度考え直し

ていこうと思っているところです。 
年金に関しては、国家プロジェクトとして、

消えた年金とか消された年金といった問題を、

一気に解決していかなければならない。政府は、

あと１０年あるいは１５年かけてもいいとい

うようなのんびりとした発想でありますが、と

んでもないことです。特にお年寄りのための年

金こそ、すぐに解決を申しあげなければなりま

せん。 
私どもは２年間でそれをやり遂げるという

目標を立てて行動してまいりたいと思ってお

ります。その先には、年金の一元化というもの

を考えて、制度設計をしていきたいと考えてお

ります。７万円の最低保障年金という仕組みに

してまいりたい。 
介護に関しましては、政府も若干の上積みが

あるようでありますが、報酬を月額４万円アッ

プをさせていただくということを期限抜きで

行ってまいりたい。政府のように、３年で、そ

の後はまた考えます、みたいな話であれば、介

護労働をされる方がちゅうちょされることは

間違いないわけです。私どもは期限を切らずに

４万円アップするということを党として決め

ています。 
教育や子育てに関しても、もうご案内ですか

ら、これ以上申しあげるつもりもありませんが、

子供手当、高校の無償化、さらには大学へ行き

たい人には奨学金が当たるという制度を考え

てまいりたいと思っております。 
こういった一つひとつも、家計というものを

充実させるというか、家計を豊かにさせる一環
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としてお使いいただける施策だと、考えている

わけであります。さらにはガソリン税などの暫

定税率の撤廃あるいは高速道路の無料化。ある

いは農業、将来的には漁業、畜産酪農、林業、

こういった方々へのいわゆる直接支払い制度、

個別所得保障制度と申しますが、そういったも

のをきちんと手当てをして、一次産業の方々が

将来にわたって安心して生業を営めるような

環境を整備してまいりたいと思っています。 
当然、そのためには財源が必要です。私ども

は優先順位が高い政策から先に行って、そして

優先順位の低い政策というものはしばらく待

つか、あるいは廃止するという考え方でござい

ます。不要不急な、例えば川辺川ダムとか八ッ

場ダムなどは、時代にもう合わなくなっている

という判断の中で、廃止をいたしたいと考えて

おります。 
別の言い方をすれば、国の総支出は大体 207

兆円ですが、この中から、絶対にこれは減らせ

ないといわれている社会保障の給付とか、ある

いは国債の債務返済などを除いたものが７０

兆円ほどございます。この７０兆円の中を徹底

的に見直す作業をしてまいりたい。それを行え

ば、十数％は少なくとも削減することができる

のではないか。 
その証拠ということでは必ずしもありませ

んが、いま民主党として事業仕分けというもの

を行って、必要なものかどうか、あるいは国が

行うべきか地方でやるべきか、民間がやるべき

か、さまざまなことで事業仕分けをしておりま

す。 
その一部の調査結果の中で、２６％削減が可

能だという数字も出ています。もちろん、それ

は調査をした、仕分けをしたわずかな中での話

でありますから、全体に当てはめることは若干

危険かもしれません。しかし、２６％、いまま

でのところでは削減が可能だという数字が出

ていることも事実でありますので、ご報告を申

しあげておきたいと思います。 
このように、私どもは徹底的に無駄遣いを削

減をするということからまず先に行う。政権を

とって４年間は、徹底的に行政改革、あるいは

行政刷新をするんだ、という思いのもとで、官

僚の皆さんに努力を願いながら、我々がしっか

りと事業仕分けなどを徹底して行うことで、あ

る意味での財源というものをつくり出してい

く。９．９兆円を超える額が――これは１年間

ですべてそこまではなかなかならんかもしれ

ませんが、２年、３年の努力のもとで、そのく

らいの数字はあげられるのではないかと考え

ているところです。 
政府は無駄遣いをさまざま行い、結果として

借金をしています。借金すれば、将来的には消

費税を増税するというような発想に陥ってし

まうわけでありますが、私どもは少なくとも最

初の４年間、そのようなことを行う必要はない。

行わないで、まずは徹底して無駄遣いの排除を

行ってまいりたい。そのように考えています。 
 
政権運営の３原則 

 
さて、このような政策を実現をしていくため

には、政権運営を確かなものにしていかなけれ

ばなりません。きょう、私はここで３つの原則

を、政権運営に関して申しあげたいと思ってお

ります。 
原則１は、これは官僚丸投げの政治から、政

権党が責任を持つ、政治主導の政治へというこ

とでございます。これは脱官僚依存ということ

になるわけであります。自民党は一方では官僚

にある意味で依存をしながら、他方では自分た

ちの役割を放棄して、官僚たたきを行い、官僚

に責任を押しつける政治を行ってきたわけで

す。私どもが考えている政治は、むしろその対

極だとご理解をいただきたい。決して官僚をた

たいたり、決して官僚に責任を押しつける政治

を行いたいと考えているわけではありません。 
典型的な例を申しあげれば、自民党の行った

年金行政の破綻をお考えいただければわかり

やすいと思います。制度設計から制度の運営ま

で、すべてを官僚に任せて、結果として無駄遣

いを放置し、制度改革など未来への責任を放棄

してきたにもかかわらず、そのすべてを官僚の

責任ということに転嫁している。社会保険庁を
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つぶし、そのまま特殊法人に移行する。それで

よしなんだ、という無責任な自民党政治という

ものが、我々の対極にある。そうお考えいただ

ければと思います。 
民主党はそれに対して、政策の方向性という

ものを、政治がしっかりと明示をする。そして、

その調整も基本的には政治家が汗をかく。さら

に、いうまでもありませんが、最終的な決断も

政治家が行い、国民的な説得に関しても責任を

持たなければならない。そういう政治に変えて

まいりたい。 
そのためには、むしろ国民の皆さんとの対話

というものを最重視する政治というものが求

められていくと思います。また、いままでのよ

うな、閣議の前に事務次官会議というものを行

って、その事務次官会議で出たものがそのまま

閣議で決まる。閣議というものが形骸化されて

いる。この形骸化された閣議を本物の閣議、す

なわち閣僚の議論の展開の中で最終的な決断

というものが行われるように変えていく必要

があろう。そういう意味での事前調整会議とし

ての事務次官会議というものは、行うべきでは

ない。そのように考えているところでございま

す。 
原則２として、私どもは政府と与党を使い分

けるような二元体制から、内閣のもとの政策決

定というものに一元化したい。いうまでもあり

ませんが、政官業の癒着というものがここから

発生する。政府と与党というものを別々に動か

して、お互いに責任を転嫁し合いながら、一方

で、与党のほうは内閣に入っていない人たちが、

職務権限はないという状況の中で、実質的に権

限を行使をしていく。そして献金をもらったり

するという話でありまして、ここに政官業の癒

着というものの本質が出てくるわけでござい

ます。 
官僚は、一方で、いわゆる政治家のところを

調整役として走り回りながら、政策の勉強がな

かなかできない中で、自分たちがつくっていっ

た政策の実現を自分たちで図っていく、という

話になっているわけであります。 
私ども民主党は、それではどうするかという

ことでありますが、こういった政治的な調整と

いうものを閣内において、政治家みずからが行

うというのが鉄則であります。 
ここであまりいうべきではないのかもしれ

ませんが、私どもが反省すべきなのは、細川政

権の失敗を繰り返さないということです。細川

内閣のときに何があったかというと、これは自

民党とそこが基本的に同じであったというこ

とでありますが、内閣があり、外に与党責任者

会議というものがあった。与党責任者会議で実

質上、あらゆることを内閣の外で決めてきて、

大臣、これが決まったから、これを実現するん

だ、という二元体制が温存されていたわけです。 
すなわち、与党責任者会議という、国会の中

で説明責任を果たさなくても済むような人た

ちが取り仕切っていたという政治でした。その

過ちを私たちは反省をして、繰り返さないとい

うことが極めて大事ではないかと思います。 
数字が目的では必ずしもないのであります

が、具体的には政府に大臣、副大臣、政務官、

それを政務三役と例えば呼ぶといたしますと、

この政務三役のほかに大臣補佐官など１００

人あまりを配置して、各省はそれぞれの政務三

役を中心にして政治主導で意思決定を行う。す

なわち政策の立案から調整、決定まで行ってい

く。政治主導というものが極めてキーポイント

になるということです。 
原則３として、各省の縦割りの省益から、官

邸主導の国益へということです。先般、菅直人

代行が訪英をしたわけでありますが、行かなく

てもわからない話ではないわけでありますが、

いろいろとわかったこともあります。閣僚委員

会というものが機能しているということでご

ざいます。閣僚たちがプロジェクトに応じて、

それぞれ閣僚委員会というものをつくって、そ

こで意思決定を行う。いままでは大臣というの

は、それぞれの役所の縦割りの中の大臣にとど

まっていて、閣議の中でもほとんど声をあげな

いという話であるわけですが、そうではなくて、

内閣の一員として行動をするべき存在として

閣僚があるんだということでございます。 
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国家戦略局と連絡協議 

 
さらには、官民の優秀な人材というものを積

極的に登用して、総理直属の、言葉とすれば国

家戦略局という言い方で呼ぼうかと思ってい

ますが、そういうものを設置したい。そこで新

しい時代に沿った国家ビジョンを策定したり、

あるいは予算の骨格をそこで決めていきたい

と考えております。政治主導で、ここには民間

の優秀な人材も登用して、予算などの骨格をつ

くっていくということを考えていきたい。 
新しい政権をつくるという状況の中で、難し

いかじ取りをしていかなければなりませんが、

そのための３つの原則というものを、さらにこ

れからつけ加えることも出てくるかもしれま

せんが、いまのところこの３つの原則を基本と

して、政治主導で政策の意思決定を図ってまい

りたいと考えております。 
ここで、一つ、政権移行期の話をしたいと思

います。すなわち解散から総選挙、そしてその

次の政権が発足するまでの間、ある意味で、何

か大きな危機管理の必要な事態が生じないと

も限らない。大きな災害その他が起きないとも

限らないわけです。 
私どもがいま提案をしたいと思っておりま

すのは、政権移行の準備期間とその時期を位置

づけて、自民党と民主党を中心に、与党と野党

と呼んでも結構だと思いますが、連絡協議会と

いうものを発足させるべきではないかと考え

ています。このことを自民党を中心として与党

に呼びかけてまいりたい。 
新しい政権というものが本当にできあがる

かもしれない。そのときに行政が中立的な環境

というものを維持していただく必要がある。そ

れで連絡協議会というものを設けて、そのとき

に生じるさまざまな危機管理などに対処する。

ある意味で与党も野党もなく協力していく。行

政にはその間に中立公正な情報というものを

提供してもらえるように求めていきたい。そう

考えているところでございます。 
以上が、現在私が申しあげることができる政

権移行の状況でございまして、この連絡協議会

の発足がしっかりできますと、その後、さまざ

ま大きな環境の変化というものにもこたえら

れる政治主導の政権を樹立することができる

のではないか。そのように考えております。 
最後に、もう時間がなくなってまいりました

が、私の個人献金のことに関して、一言おわび

を含めて申しあげたいと思います。 
私の資金管理団体におきまして、収支報告書

に事実とは異なる記載が行われておりました

ことに関して、国民の皆さん方に率直におわび

を申しあげたいと思います。いま、弁解がまし

いことを申しあげるつもりはありませんが、さ

きに弁護士による調査報告書というものを公

表いたしました折に記者会見をいたしました。

そのとき３２名ほどの記者の方々の質問にで

きる限り真摯に、弁護士とともにでありますが、

お答えをいたした次第でございます。 
これは客観的で、かつ正確な調査をしなけれ

ばならないということで、調査のすべてを弁護

士にお任せをして、弁護士の指示に従って、収

支報告書と資産公開について、訂正を申しあげ

ました。また会計責任者及び実務責任者、担当

者も解任をいたしたところでございます。埋め

合わせをいたしておりました資金が私個人の

お金から出ていたということも、弁護士が確認

をして発表したものです。秘書を信頼してしま

ったということについては、まことにうかつで

あったという批判は甘んじて受けたいと思っ

ております。 
この６月３０日の記者会見におきましても、

責任のあり方ということが問われたわけです。

収支報告書等において事実とは異なる記載が

行われていたということは、率直に認め、国民

の皆さま方に大変ご迷惑をおかけして、さらに

は関係した方々にはさらに大きなご迷惑をお

かけしたことを、深くおわびを申しあげたとこ

ろでございます。 
これに関しましては、当然のことながら、私

の不徳のいたすところでもあるわけでして、今

後とも国民の皆さま方におわびを申しあげ、説

明をしながら、一方では政権交代という大きな

使命の達成に邁進してまいりたいと思ってお
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ります。すなわち、いま行われております都議

選、あるいは国政選挙、総選挙が間近だという

状況でございます。その選挙におきまして、国

民の皆さま方のご判断、審判を仰いでまいりた

い、そのように考えております。 
以上、私のほうから、おわびを込めた資金管

理団体における不始末の話を申しあげた次第

であります。 
長くなりました。私から以上のことまで含め

て申しあげて、冒頭陳述とさせていただきます。

ありがとうございました。 
 

質疑応答 

 
司会・宇治敏彦副理事長（東京新聞相談役）  

どうもありがとうございました。政権運営の

３原則をお話しいただきましたが、献金問題に

もお触れになりました。 
それでは、早速、質疑応答に入りたいと思い

ますが、まずは当記者クラブの企画委員のＮＨ

Ｋの影山さんと、時事通信の田さんのお二人

に代表質問をお願いしたいと思います。 
 
影山日出夫委員 それでは、献金の問題から

何点かおうかがいします。報告書を発表された

後もいろんな問題が指摘されております。 
特にきのうも与党側が取り上げておりまし

たけれども、鳩山さん側の調査で虚偽献金であ

るということが確認をされた中に、いや、実際

私はしているんだ、という方がいらして、その

方が寄附をしたということの証明書を受けて、

それで税制上の税額の控除を受けておられる

という事実が出てきた。もしそれが事実だとし

ますと、脱税といいますか、詐欺といいますか、

そういう犯罪にも当たるわけなのです。そのよ

うなことに、秘書の方、会計責任者の方がコミ

ットしたことは一切ないということがいえる

のかどうか。もしそのような事実が出てきた場

合には、代表個人の責任はどのようにお考えに

なるか。まずその点をお聞きしたいと思います。 
 

鳩山代表 これは３０日の記者会見のとき

にも弁護士が申しあげたんです。実際に寄附し

ていただいた方が訂正削除されていたという

可能性は、全くないとはいえないと、弁護士か

ら申しあげておりました。すなわち、秘書から

の話で絶対に寄附をしたとわかっている人以

外の方々は、寄附をしていただけなかったもの

だということで、削除をしたということであり

ます。その中に、現実には寄附をしてくださっ

た方も何人かおられたということのようであ

ります。これは弁護士の判断でそのようなこと

が行われたと理解しています。 
 
当然、本当に払った方が寄附控除をするのは

当然のことだと思っております。一方で、そう

ではない、すなわち寄附をしていなかった方々

には、当然、秘書のほうから申込書が送られて

いるわけではないわけです。現実に寄附をして

くださっていない方にそのようなものを送り

つければ、秘書のうそがばれるということで、

しているはずはありません。 
したがって、私は、寄附をしていないにもか

かわらず税の控除を受けている人はいない、そ

う信じているところであります。当然、そのこ

とがもし現実として出てきたときには、それは

私としても責任は感じるべきだと思っており

ます。 
 
影山委員 そのことを含めまして、今回の問

題、どうして献金の虚偽の記載をしたのか。そ

この疑問が払拭されない限り、なかなか国民的

な理解が得られないと思うんです。この問題は、

代表ご自身はみずからの金であるということ

がはっきりしている、だから、問題はないんだ

ということをおっしゃったような印象を受け

るんです。けれども、西松建設などの場合のよ

うに、第三者、相手がいる場合は、相手がどう

考えていたのか、相手の中でどう処理していた

のか、そこがなかなか外からわからないという

ことがあると思うんです。が、今回の場合は、

原資も鳩山さんのお金である、それを扱われて

いたのもいわば身内の秘書さんでいらっしゃ
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る。逆にいえば鳩山さんの手元で、きちんと調

べようと思えば、全容の解明ができる事柄であ

るのに、なぜそういうことをされていたのかが

わからない、というところが、どうしても疑問

として残ってしまうと思うんですけれども。 
鳩山さんご自身は、秘書の方に直接事情を聞

かれていないようでありますけれども、秘書の

方にも直接聞いて、さらに全容をもう少し、そ

の動機も含めて、いついつまでに解明をする、

あるいはいついつまでにできなかった場合に

は、こういう形で責任をとる、というようなこ

とはおっしゃれないのでしょうか。 
 
鳩山代表 私は当事者だということで、秘書

と会うことはやめてほしいといわれておりま

す。したがって、弁護士を通じて、すべて、い

ま元秘書と弁護士が会話をしているというこ

とであります。その弁護士の報告においても、

動機が解明をされているわけではありません。

私は、これは本人が述べたことが調査報告のと

おりだと信じておりますが、弁護士にいまのと

ころは任せるしかない。そのように感じており

ます。そこは私にも非常にまどろっこしい話だ

と、本当にそう思っているところでございます。 
推測みたいな話はあります。収支が合わなか

ったから、その収支のつじつまを合わせるため

に、支出が多いのに収入が少なかったというと

ころから、そもそもが発生している、と。その

ようにも思います。 
なぜ私からの借入金にしなかったのかとい

うところはまだ不明であります。それを弁護士

の方は保身ではないか、そのことが本人に知ら

れるのがまずかったからではないか、というふ

うにいっておりますが、動機が解明されたわけ

ではありません。 
 
影山委員 先ほど細川政権の教訓というこ

とをおっしゃいましたけれども、細川政権の場

合、最大、最強野党の自民党を相手にして、政

治資金の問題で、いわば事実上退陣に追い込ま

れたという側面もあったわけです。鳩山さんは

かなりの確率で総理大臣になられる可能性が

あるわけで、ある意味では、早目にこの問題に

ついて政治的な決着を図っておくべきだと思

うんです。その意味で、例えば国会の政治倫理

審査会の開催を要求されて、みずから出席され

て、その場で決着をつけるということについて

は、一時、それをお考えになっているようなこ

ともおっしゃっていましたけれども、そのこと

を積極的に求めていかれるお考えはないんで

しょうか。 
 
鳩山代表 一部、私もそのような考えを持っ

たことは事実であります。現場の、あるいは党

の判断として、これはそのような環境にはした

くないということでありますので、私は党の決

定に従ってまいりたいと思っております。 
 
影山委員 今後もその考えは変わりないの

ですか。 
 
鳩山代表 任せたいと思っております。 
 
田委員 現場の判断とか、党の判断とか、

あるいは弁護士さんに任せているということ

ですけれども、代表の政治的歩みを振り返りま

すと、ユートピア研究会に始まって、政治と金

の問題が、代表の政治家としての立脚点だった

と思うんですね。それゆえに厳しく他党のこと

を追及されてきて、その割に、自分のことでは

あいまいもことしていて、何か人任せという感

じがするんですけれども、そのことについては、

あまり考えられませんか。 
 
鳩山代表 あいまいもこにしているという

のは、この調査においてですか。 
 
田委員 はい。 
 
鳩山代表 そこは、私自身が調べるよりも、

やはり弁護士にお任せをして、弁護士が当然の

ことながら正確に情報を収集するほうが、国民
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の皆さま方にも信頼度が高いのではないか。そ

う思っておるものですから、そのようにいま、

弁護士に全力投球をお願いしているところで

す。 
 
田委員 その弁護士さんは、代表が雇われ

た方ですよね。だから、いついつまでに結論を

出してくれとおっしゃれば、弁護士さんはそれ

に従って出してくれるんじゃないでしょうか。

例えば、今週中に第二次の報告書を出してくれ

と、代表のほうから要請されればいいじゃない

んですか。 
 
鳩山代表 第二次というのは、何のための第

二次かがわかりませんが……。 
 
田委員 その後、いろんな不明な点がまた

出てきていますよね。 
 
鳩山代表 例えば？ 
 
田委員 先ほどいっていた所得税控除を

受けるための確認書類を……。 
 
鳩山代表 それは弁護士がいま……。 
 
田委員 職業欄に虚偽記載があったとか、

報道では献金した人でも削除されていたとか、

そういう問題が出てきて、これ、いつになった

ら終わるんだろうと……。 
 
鳩山代表 献金した人が削除されていたと

いうのは、最初の記者会見のときにも、その可

能性はあると先ほども申しあげたように、その

可能性があると申しあげておりました。現実に

そうであったという経緯になっている。すなわ

ち、先ほどから申しあげておりますけれども、

確実にこれは秘書の記憶の中で、寄附をしてく

ださったという方々以外は、これは事実ではな

いのではないかという発想のもとで、削除した

というのが、弁護士の判断です。私の判断では

ありませんが、弁護士の判断でそのように行っ

た。でも、現実は払っておられた方がいたとい

うのが実態であります。そのことは、３０日の

記者会見でもその可能性はあり得るが、そのよ

うな判断を弁護士がしたということを申しあ

げたところであります。 
 
田委員 この後、調査報告みたいなものが

出てくる可能性はないんですか。 
 
鳩山代表 わかりません。いろいろと、例え

ば北海道の市会議員、道会議員の話とか、ある

いは事務所の話とかが出ておりますから、そう

いったところは新たな話でありますだけに、お

答えはしたいとは思います。それも含めて、と

は思っておりますが、これは弁護士の判断に当

然私は従いたいと思います。 
 
田委員 代表の事務所の問題で、代表が弁

護士さんにお願いして調査をしてもらってい

るわけですよね。だから、代表がこうしてくれ

とおっしゃれば、それは弁護士さんのほうで対

応してくださるんじゃないですか。 
 
鳩山代表 私としても当然急いでもらいた

いと思います。それで、いま申しあげたような

北海道とか室蘭のことに関しては、弁護士によ

らずに党の役員室長が調査をして、結果が十分

に理解をされたということでございます。そう

いうものも含めて、必要ならばということであ

ります。 
 
田委員 政権運営の３つの原則について、

ちょっとお尋ねします。国家戦略局というもの

をつくりたいという話をされましたよね。もう

ちょっと具体的にいっていただくと、どういう

ことになるんでしょう。 
 
鳩山代表 いま、日本の戦略的な外交という

ものがないわけであります。すなわち、国家の
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外交を含めたビジョンというものを策定する

必要があるというのが一点。すなわち、新しい

時代にふさわしい日本の国のあり方を大いに

議論をしていただきたい。そのために官民の優

秀な人材を結集していきたい。そのように考え

ているのが一点でございます。 
一方で、当然のことながら、毎年さまざまな

政策というものをつくりあげ、それを実現して

いくためには予算というものが必要でありま

す。予算全体に関しては財務省の主計がやるわ

けでありますが、我々とすれば、その前段階と

して、国家のビジョンにふさわしい、大きな柱

というものをつくりあげて、その柱の実現のた

めの予算の骨格というものを大いに議論をし

て策定をしてもらいたいと思う。 
現在のところ、その程度のことを考えており

ます。そのための国家戦略局というものをつく

りたい。総理直属でつくりたいと考えています。 
 
田委員 その国家戦略局をつくった場合

は、経済財政諮問会議などはダブってくる部分

もあるので、廃止するというお考えですか。 
 
鳩山代表 そうです。 
 
田委員 与野党の連絡協議会を発足させ

るということですが、実際のスケジュールとし

て、首班指名が行われて、組閣まで大体２０日

間前後ぐらいで新内閣が発足しているのがこ

れまでの経緯だと思うんです。大体その期間で

新内閣を発足させて、それまでの間のこととし

て連絡協議会をつくるということですか。 
 
鳩山代表 はい。私は、まず選挙が終わって

からではなくて、選挙の前からと考えています。

すなわち、いわゆる解散があります。そして、

その後、告示がされて選挙になるわけでありま

すが、その間に官僚の皆さんの政治的な中立性

というものを約束していただきたい、というの

が大きな目的でございます。政権がどのような

形になるかということが必ずしもわからない

中で、行政には――当然、行政には中立性が本

来担保されていなければいけないんですが、必

ずしもいままではそうなっておりません。した

がって、行政の中立性、公正性というものを担

保していただくための連絡調整の会議を、与党

と野党、基本的には自民党と民主党中心であろ

うかと思いますが、そこでつくりあげていきた

い。そういう趣旨であります。 
したがって、もっと期間としては長い可能性

がございます。新政権が発足する直前までとい

うことになります。 
 
影山委員 一方で、幹部の公務員については

政治任用を拡大したいということもかねてお

っしゃっていたと思うんです。政治的中立性と

別に、幹部公務員について、例えば局長クラス

以上については一たん辞表を出してもらって、

改めて政治任用を行うというようなこともか

つていわれたことがあると思うんですが、実際

にはそこまではされないということですか。 
 
鳩山代表 はい。現実は。私もかつてそのよ

うな発言をしたことがあります。その発言に対

して、いろいろと法的に検討してみたところ、

法律を変えないとなかなかいままで高位の役

職についていた方を外す、あるいは辞表を書い

てもらうというようなことは、行為として難し

いということがあります。異動していただくと

いうことは現実にできると思います。また公務

員制度改革の、いま議論されている法案の中で、

必要ならば降格人事というものも可能性とし

てあったわけでありますが、なかなかそれは進

捗している状況ではありません。 
したがって、なかなか法的に、すぐに辞表を

書いてということにはなりません。しかしなが

ら、思いとすれば、我々がまず政治主導で政策

というものの中心を固めて、その政策に際して、

我々の説得力の中で従ってもらうように、とこ

とん理詰めで議論と談判をしていくというこ

とになろうかと思います。それでもどうしても

協力できない、例えば地域主権のような議論は

なかなか簡単ではないと思いますが、そういう
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議論に賛成できないという方には、そのライン

から外れていただくということも考えなきゃ

ならんと思います。 
 
影山委員 財源問題で、一つだけ。いままで

ほとんど触れられてこなかった問題で確認し

ておきたいことがあるんです。無駄を減らす、

予算の使い方を変えるということと同時に、去

年の秋段階の工程表では、たしか４兆円ぐらい、

いわゆる増税で財源を捻出するという部分が

ある。 
例えば子供手当を創設するいわば見返りに、

扶養控除ですとか、配偶者控除、この所得税の

控除の制度を見直す、あるいは廃止するという

ことが入っている。これは一体どれくらい圧縮

し、あるいは廃止するのか。どれぐらいの年収

の人であれば、それによってどれぐらいの増税

があるのか。例えば、場合によっては子供手当

との見合いといいましても、お子さんのいない

家庭の場合は、その分、完全な負担増になる部

分があるわけですね。その辺は全くみえてこな

いで、子供手当２万６，０００円だけがみえる

と、正確な判断ができないと思うんです。ここ

については、どれだけ、いくら増税になるとい

うことがはっきりマニフェストで数字として

示されるんでしょうか。 
 
鳩山代表 マニフェストの中で、いわゆる租

税特別措置なども含めて、子供手当を創設する

に当たって、いわゆる所得控除というものを見

直してまいります。それを合わせて２兆 7,000
億円という数字というものを世に問いたいと

考えております。すなわち、この部分は、まず

不必要な租税特別措置をやめるというところ

での増税と、それから子供手当というものに対

して、子供手当を充実させながら、一方で扶養

控除などをそのまま温存するというのもおか

しな話ですから、そこは法的な措置が必要であ

ります。若干時間がかかるかな、と思っており

ます。 
したがって、子供手当の１００％の適用には

時間がかかるとは思っておりますが、法律の整

備をはかってまいりたい。そこのトータルとし

ての２兆７，０００億円という数字を、私ども

はマニフェストで提示を申しあげたいと思っ

ています。 
 
影山委員 要するに、財源の一部に増税があ

るということですね。 
 
鳩山代表 そうです。 
 
影山委員 その場合、課税最低限をいくらに

するのかという数字までは……。 
 
鳩山代表 そこまではまだ書いておりませ

ん。 
 
田委員 不必要な租税特別措置をやめる

ということですけれども、具体的には何を想定

されているんですか。 
 
鳩山代表 現在、私どもは、不透明な租税特

別措置をすべてまず見直そうという発想であ

ります。すなわち、すべて見直して、効果の乏

しいもの、あるいは役割を終えたものは廃止す

るということであります。それをこれから行っ

て結論を出していきたいと思っております。 
 
田委員 具体的に何かイメージ、どれだと

いうのは……。 
 
鳩山代表 これからであります。 
 
田委員 最後に２つだけ。一つは内閣不信

任案の提出です。都議選が日曜日に投票があっ

て、それの結果を受けて、速やかに出されるん

ではないかと思うんですけれども、それをどう

考えていらっしゃるか。 
もう一つは「文藝春秋」に寄稿された中で、

小沢一郎さんについて「政権交代の暁には小沢

さんにもう一働きしてもらうつもりです」とい
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うふうに書かれています。これは閣僚として、

小沢さんにやっていただくという含みがある

のかないのか、その２点についてお尋ねします。 
 
鳩山代表 まず、不信任のことでありますが、

これはご案内のとおり、あさって都議選の投票

日ということになります。この都議選の結果と

いうものを踏まえて、国民の多くが、すなわち

これは都民でありますが、都民が麻生政権に対

しても審判を下すとみることができると思っ

ております。したがって、その結果をみながら

判断をしていきたいと思っております。いま結

論を出すわけではありませんが、１３日に私ど

も三役を中心に集まりまして、そこで他の野党

とも相談をして結論を出してまいりたいと思

っております。 
それから、小沢代表代行の処遇に関しては、

いま具体的に考えているわけではありません

し、本人の意向ということも当然勘案する必要

があろうかと思いますが、必ずしも大臣になっ

ていただこうと考えているわけではありませ

ん。 
 
司会 それでは、これから直接会場の皆さん

からのご質問を受けたいと思います。質問のお

ありの方は挙手をされて、私のほうで指名させ

ていただきますので、簡潔にお願いします。 
代表、ちょっと時間が迫っていますけれども、

少し時間を延長させていただくこと、ご了解を

得たいと思いますが、よろしゅうございますか。 
 
鳩山代表 少しなら結構です。 
 
司会 それでは、どうぞ。 
 
質問 La liberte, la egalite, la fraternite。

この３つを調和するのが友愛である、そういう

言葉は大変美しいですが、あまりにも抽象論過

ぎるのではないか。具体的に、次の３点につい

てお答えいただければありがたい。 
第１点、安全保障問題。第７艦隊のみで日本

の防衛が軍事戦略的に確実に担保されるのか

どうなのか。民主党及び鳩山さんはどうお考え

ですか。 
第２点、改革はイコール改善と改悪です。こ

れからは改善の時代だと思いますが、ついては

郵政民営化を中止すべきではないか。それから、

危機管理を担当しているような、政策投資銀行

など政策金融機関の民営化もやめるべきでは

ないか。 
第３点、人口１０万以上の都市が日本列島に

２５３ございます。このままの状態、傾向が続

けば、１５年後にはおそらく８割が衰退します。

そのうち、１０３ですが、４４％の中核都市が、

過疎になります。こういう都市問題、地域問題

に対して、民主党は、あるいは鳩山さんは具体

的にどういう政策をお持ちなのか。 
 
鳩山代表 まず、日本の安全保障であります

が、当然のことながら、私どもは強固で対等な

日米関係を築きたいと考えております。そのう

えで、日米の安全保障問題、例えば在日米軍基

地に関して申しあげれば、地域的な、あるいは

歴史的な、国際的な環境というものが相当大き

く変化しております。軍事技術というものも相

当変わってきているわけであります。そのこと

に伴って、当然、日米の役割分担というものが

見直しをされるべきだと考えております。 
もっとわかりやすくいえば、特に私の選挙区

であります北海道にも自衛隊の戦車がたくさ

ん存在しておりますが、果たしていまの時期、

陸からの侵略というような話が北海道に起こ

るとはとても考えられない。でも、安全保障の

議論というものは、なかなか新しい変化につい

てきていない。 
私は、当時、小沢代表が第７艦隊の発言をし

たのは、まさにこういった時代環境が変化した

ことに対して、ある意味でのシンボル的な発言

をされたのかと思っております。つまみ食い的

な報道もあって、結果としてそれが誤解を招い

たのではないかと思っています。少なくとも民

主党として、例えば第７艦隊以外の米軍撤退を

求めるみたいな発想は全く考えていません。 
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特に、北朝鮮が核あるいはミサイルで脅威を

表面にみせているような状況の中で、私どもと

すれば、日米の同盟関係というものは極めて重

視をしていく必要があろうかと思っておりま

す。そこのところはしっかりと考えて行動して

まいりたいと思います。 
それから郵政民営化のことに関しては、もと

の国営化あるいは公営化に戻すという発想は

ありません。基本的なことを申しあげれば、株

式の凍結のようなことも含めて、三事業を、一

体的に国民がサービスが受けられる、そういう

状況を担保する必要があると考えております。 
また、政策投資銀行というのは、ある意味で

極めて重要な使命を今日まで帯びていたと思

っております。特に地域のさまざまなプロジェ

クトというものの展開において、非常に大事な

仕事もしてきた。そのように思っております。

果たして民営化という方向が正しいのかどう

かということに関しては、私も疑念を禁じ得な

いところでございます。 
それから、人口減少で過疎地帯はさらに歯ど

めがかからずに、ますます過疎になっていくと

いうお話でございます。いま、当然のことなが

ら、人口が急激に減っております日本でありま

すので、そのままいけば、まさにそのようにな

ろうかと思います。 
私どもが発想しておりますのは、先ほど地域

主権という言葉、これは決して抽象的な発想で

はなくて、具体的なことであります。外交安全

保障など、あるいはナショナルミニマムでどう

しても国が考えなければならない、やらなきゃ

ならないことを除いては、極力、地域で権限も

財源も持って解決をしなさいという発想でご

ざいます。 
その発想で、我々が新しく国と地域のあり方

というものをみつめ直してまいりますと、結果

として、過疎地域においても、みずからの権限

と財源というものが――当然財政調整は必要

ですけれども――与えられてまいります。そこ

で、みずからの生きざまというものを、努力に

応じてつくりあげていくことが十分に可能で

はないかと考えています。 

何でも国から補助金のようなものを与えら

れて、漫然と過ごしてきた――というといい過

ぎかもしれませんが、そこに大きな地域の過疎

化の原因があったのではないかと思っており

ます。地域において問題を解決できるほどの権

限と財源を与えて、必要に応じて周辺の市町村

がみずからの意思で合併をして、より強い体質

にしていく。そういうことが十分可能になるの

ではないかと考えております。 
  
質問 いま、鳩山さんは政投銀の民営化に対

する疑念を言及されました。３年前の政府・与

党合意にもとづき、来年、ＮＴＴの組織制形態

を見直すということが合意されているんです

が、例えば民主党が政権をとられた場合、こう

した政府・与党合意というのは一たんほごにな

るのか。それとも、それは何らかの形で受け継

いでいくのか。 
ＮＴＴは、ＮＴＴ労働組合が民主党の候補者、

議員を応援しているケースも多いと思うんで

すが、そうした労働組合とかを意識して、改革

が後退するような可能性はないのかというの

が１点。 
先ほど社保庁をああいう格好で廃止したの

はどうかと思うというような言及がございま

したけれども、同じように、官公労を意識して、

公務員制度改革が後退するようなことはない

のか。労働組合との関係において、これまで曲

がりなりにも進んできた改革みたいなものが

逆行することはないのかどうか。 
それと同時に、先ほど介護とか医療とか年金

とか、農家に対する給付とかに言及されておら

れましたけれども、高齢者はどんどんふえてい

くわけで、単純に無駄遣いを削減するだけで果

たして充当できるのかどうかは非常に疑問に

思う。世代間の格差とか、その辺は代表はどう

いうふうにお考えになっておられるんでしょ

うか。高齢者も一様に貧しい人とは限らず、非

常に裕福な、元気いっぱいの高齢者もいっぱい

いると思うのです。一様にそこを手厚く遇する

ということでは、もはや政策としてなかなか成

り立っていかないんじゃないかなと思うんで
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すが。 
 
鳩山代表 私ども、確かに連合初め労働組合

の多くの組織の皆さんにご支援をいただいて

いる。それは大変ありがたいことでございます。

そして、そういった方々が当然民主党の中でも

活躍をしていることも実態として事実でござ

います。しかし、私どもは、国民のすべての皆

さま方に公平公正な立場から政策というもの

の策定に当たりたい、そう考えている政党でご

ざいます。 
したがいまして、ＮＴＴ労組に世話になって

いるから、情報の組織形態が、政権をとったら

後退するというようなことには決してならな

い。あるいはさせないように、当然のことなが

ら、正しい改革であれば、当然推し進めてまい

りたい。そのように思っております。 
同じように、官公労に、ある意味で世話にな

っているから、公務員制度改革というものが後

ずさりするという懸念も、どうぞ払拭していた

だきたい。私どもは、マニフェストの中に、公

務員制度改革に基づいて、公務員の人件費、総

人件費でありますが、２割削減というところは

きちんと盛り込んで、戦っていくつもりです。

ある意味で、そういった官公労とか労働組合の

皆さんに協力をいただいておりますから、逆に

真摯な議論ができるということもございます。 
その一例を申しあげれば、教育基本法の改正

のときに、いまだにいわれておりますが、日教

組からは、民主党は政府案よりもひどい案を出

したといわれております。私どもは、日教組に

支持をいただいているからといって、教育基本

法、例えば国を愛する心のような話を後退させ

る意図は全くありませんでした。結果として、

私どもは、政府案よりかなりすばらしい教育基

本法を法案として準備ができたと考えており

ます。 
このように、世話になっているから、だから、

その方向を向いて政策を曲げるということは

決してやってはならないことだ、と強く意識し

て行動してまいります。 
おっしゃるとおり、ご高齢の方々がこれから

さらに圧倒的にふえてこられるわけでありま

す。しかも、ご高齢の方々の中にはかなり資産

をお持ちの方々もおられるということも承っ

ているところでございます。その意味で、若い

働き盛りの方々よりもご高齢の方々のほうが、

平均的にはお金を持っておられるわけであり

ますので、うまく世代間の格差というものを埋

める算段というものも当然必要だと思ってい

ます。 
ただ、そのことを行うことは当然重要だと思

っておりますが、一方で、無駄遣いなどを大胆

に削減をするということによって、少なくとも

当面の財源というものを、我々は少なくとも計

算上ではありますが、計算上、十分に担保する

ことができると思っております。 
だからといって安心と申しあげるつもりも

ありませんが、当然、ご高齢の皆さん方が、特

に若い世代に向けて何らかのメッセージを送

っていただきやすいような税のあり方、相続税

も含めてかもしれませんが、そういった税のあ

り方なども、あるいは生前贈与というべきでし

ょうか、いろいろと考えていく必要性はあるの

ではないかと思います。それぞれの年金などの

制度の中にも組み入れていく必要があるのか

なとも思っております。 
漠然とした発想でありますが、以上、私なり

に思いを述べさせていただきました。 
 
質問 来週以降、麻生総理が解散も辞職もし

ない場合に、党首討論を今国会中にぜひやりた

いというときに、党首討論をお受けになって、

堂々と議論をされることをお考えでしょうか。 
 
鳩山代表 党首討論は、当然、本人たちはい

つでも引き受けたい、そう思っております。た

だご案内のとおり、これからの、いわゆる都議

選の後の状況は大変緊迫の度を加えることに

なることが予想されます。そのような中で、果

たして冷静な党首討論のようなものが行われ

得るかどうかということは、また別の次元の話

かなとも思っております。 
したがって、基本的には、私は、当然のこと
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ながら、現場の判断にゆだねたいと思っており

ますが、党首討論、大いにやるべきだという思

いは常に持っております。 
 
司会 ありがとうございました。時間をオー

バーしてしまいました。なお、ゲストルームで

お書きくださった言葉は、この前と同じ「友愛」

ということでございます。 
きょうは率直にいろいろお話しいただきま

したけれども、やっぱり献金のところだけは、

何となくすとんと胸に落ちないというか、だれ

も鳩山さんが貧乏で困っていらっしゃると考

えている人はいないもんですから、ぜひ党とか

弁護士にお任せではなく、ご自身で決断してく

ださるよう、要望して、会見を終わりたいと思

います。どうもありがとうございました。 
（文責・編集部） 


